
基礎法学・隣接科目     

科 目  法理論入門（後期集中） 
単 位 
２ 

担 当  笹倉 秀夫 

授業内容の概要 

本集中講義では、法の解釈、法の概念（法と道徳・政治との関係など）、法の基本価値（正義・人権など）、法と国家との

関係など、法をめぐる根本問題について根底的・総合的に考える。そうした根本問題は、ロースクール生が、個々の科目の

勉強をする中で、また、将来、法の仕事に携わるときその各局面で、必ず出くわす。だから、あらかじめそうした勉強をし

ておけば、問題解決の際の自信になり、法律学の各分野の勉強が深まり、法曹としての品格も高まる、というものである。

とくに強調したいのは、ロースクールでは、個々の部門ごとに分かれて法解釈上の技術を学ぶのであるが、そうした技術

上の思考とは異なる、歴史的・理論的な総合的考察態度を身につけることによって、学ぶところの法律学も、人間味のある

ものにもなるし、実務の現状を批判的に相対化し現実と切り結ぶものになる、という点である。法は道具である。実用法学

は道具を使う技術伝授に傾斜しがちである。しかし道具を使うのは人間である。とりわけ法曹は、道具を使って与えられた

仕事をこなすだけの存在ではなく、道具を使って社会正義や人権を擁護し、ひいては社会を造りかえる仕事にたずさわる指

導的人間である。法曹が道具や技術に規定され尽くさず、正義や人権という「法の目的」のために道具を使いこなせるには、

法の道具学ではないもう一つの法学である、（本講義をもその一部とする）基礎法学の勉強が欠かせない。 

 

授業方法 

演習形式と講義形式を併用し、基本的な論点を学びつつ、それらをふまえた議論によって、それらについて反省を加え、

理解を深める。「本理論」講義は、一見抽象的に見えるが、実際には現実の問題と切り結んだきわめて具象的なものである。

 
成績評価の方法 

講義中の議論への参加態様と、レポート（テイクホーム試験）との総合による。成績はＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・F またはＮ（不可）の５段階による。 

 

授業計画（途中で若干の変更あり） 
第１回 法の解釈とは、どういう内容・性格のもので、どういう技法を駆使するかを総括的に考える。そしてそれをつうじて「法

学とはどういう性格の学問か」を考察する。 
第２回 その２：諸判例を素材に使って、裁判官が実際にやっている法の解釈の作業を解析し、法解釈の技法を批判的に学ぶ。

第３回 その３：上の続き 
第４回 その４：法の世界でフィクション（擬制）はどう使われているかの視点から「法」を考える。 

第５回 〈法と道徳〉は相互にどういう関係にあるか――この観点から「法」とはどういう性格のものかを考える。 

第６回 〈法と政治と道徳〉は相互にどういう関係にあるか――この観点から「法」とはどういう性格のものかを考える。 
第７回 その２：上の続き（とくに思考方法に重点を置いて､道徳・政治・法を比較する） 
第８回 その３ ： １９７０年代の「司法の反動化」を素材にしながら、〈法と政治〉の関係を考える。そこから、法を学ぶ際の

心構えについても、考える。 
第９回 〈法における正義〉の基礎理論。 

第１０回 基本的人権論：近代社会と近代法・基本的人権との関わりを見、法を社会の動きの中で考える。 
第１１回 その２： 社会権・現代社会の法、最近の人権論の重要問題である自己決定権論について考察する。 

第１２回 民主主義と自由主義との関係を考える――これは、憲法学における、国民主権と基本的人権の関係の問題でもある。 
第１３回 象徴天皇制について考える。 
第１４回 戦争責任について考える。 
第１５回 レポート作成 （テイクホーム試験） 

 
使用教材 

教科書（購入必須）： 

 笹倉秀夫『法哲学講義』（東京大学出版会、２００２年）。適宜、ＴＫＣで追加資料をも配付する。  

参考書（購入任意）： 

 笹倉秀夫『法思想史講義』上・下巻（東京大学出版会、2007年）  

前提履修科目 

なし 



基礎法学・隣接科目 

科 目  法社会学 （前期） 
単 位 
２ 

担 当  佐藤 岩夫 

授業内容の概要 

 法は、現実の社会のなかでさまざまな要因（政治的・経済的・社会的・文化的その他の要因）の影響を受けながら作

動するものであり、法を適切に理解するためには、法を幅広い社会の広がりのなかでとらえる視点を持ち、また、法

に関する事実を的確に認識する技能と基礎知識を身につけておくことが不可欠である。この講義は、法と社会の関係

を学際的・実証的に分析する学問である法社会学を学習することを通じて、法を社会の広がりのなかでとらえる視点、

法の社会科学的な認識技法および法と社会の関係に関する諸理論を修得することを目指す。 

 

授業方法   

 教科書は指定せず、講義の概要を示したレジュメのほかに、リーディングス形式の教材を配布する。参考書・

参考文献は講義のなかで逐次紹介する。 

 

成績評価の方法 

 １）受講者数が20名以下の場合は、期末レポートの方法による。レポートでは受講者各自に事例研究を行っ

てもらい、自ら問題を発見し、それを社会科学的に分析する能力が身についているかどうかを確認する。 

２）受講者数が20名を超える場合は、筆記試験の方法による。 

１）２）いずれの場合も、成績はＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・ＦまたはＮの５段階による。 

 

授業計画（変更がありうる） 

第１回 序論①：法社会学とはどのような学問か 

第２回 序論②：法社会学の研究方法 

第３回 序論③：法の形成 

第４回 紛争と相談①：紛争の展開と紛争処理 

第５回 紛争と相談②：相談サービスの利用 

第６回 紛争と相談③：相談システム 

第７回 法の階層性①：法の社会階層論的分析 

第８回 法の階層性②：法のジェンダー分析 

第９回 訴訟と司法制度①：訴訟利用の日本的特徴 

第10 回 訴訟と司法制度②：訴訟の現代的利用（現代型訴訟） 

第１１回 訴訟と司法制度③：司法の積極性と消極性 

第１２回 訴訟と司法制度④：司法機能の強化（司法制度改革） 

第１３回 法専門職①：法専門職の社会学的モデル 

第１４回 法専門職②：弁護士の階層分化 

第１５回 期末試験 

 

参考書（購入任意）： 法社会学全般に関する参考書としてたとえば下記のものが参考になる。 

・ 和田仁孝他編『法と社会へのアプローチ』（日本評論社、2004年） 

・ 宮澤節生『法過程のリアリティ』（信山社、1994 年） 

・ 六本佳平『日本の法と社会』（有斐閣、2004年） 

・ 村山眞維・濱野亮『法社会学』(有斐閣、2003年) 
 

前提履修科目 

 なし 

 



基礎法学・隣接科目 

科 目  日本法史 （後期集中） 
単 位 
２ 

担 当  中網 栄美子 

授業内容の概要 

「過去に目を閉ざす者は、結局のところ現在にも盲目となる」（旧西独ヴァイツゼッカー大統領） 

この言葉を一度は耳にしたことがあるのではないでしょうか。歴史の教訓から学ぶことを怠れば、同じ過ち、同じ悲

劇が繰り返されることになるかもしれません。自身の過ちが己のみに返ってくるならばともかく、法律家として誤りをお

かしてしまったならば－それは当事者だけではなく、社会全体に影響を及ぼすこともありうるのです。 

誤った事実が裁判所で認定されてしまえば、それが「真実」と見なされ、長い年月の後には「歴史」の一部として認

識されるようになってしまいます。その危険を想像してみてください。 

本講義は、将来の法曹に向けて、過去と現在の関わりを問いながら、日本の法と法制度への理解を深め、法的思

考力や分析力を培うことを目的とします。 

 

授業方法 

講義＋質疑応答・討論 

法史学は過去の出来事を知識として暗記するだけでは何の意味もありません。授業では歴史事実の確認ではなく、

そこから何を読み取るのか、という各人の思考力を問いたいと思います。ＴＫＣ教育研究支援システムに、各回のテ

ーマ、予習課題、参考文献等を掲げますので、必ず事前に目を通すようにしてください。 

 

成績評価の方法 

 授業参加（質疑応答、討論）15％程度＋コメント(小エッセイ)15％程度＋テイク・ホーム試験70％程度 

 Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ，ＦまたはＮの５段階評価。 

 

授業計画 

第１回   イントロダクション 法史学とは  最近の裁判事例から歴史を紐解く 

第２回   外国法の継受   その 1 前近代 － 律令 

第３回   近世の法と裁判  江戸幕府における裁判と藩における裁判 

第４回   外国法の継受   その２ 近代   － フランス法・ドイツ法 

第５回   不平等条約と日本の近代化  領事裁判をめぐる諸問題 

第６回   憲法の制定と三権分立 

第７回   法典論争と民法典 

第８回   罪刑法定主義の展開と刑法 

第９回   法曹の誕生と法学教育 

第１０回  外国法の継受  その３ 現代   － アメリカ法 

第１１回  日本法のアジアへの影響 

第１２回  紛争解決と裁判 

第１３回  陪審制度 参審制度 裁判員制度 

第１４回  「司法制度改革」の歴史的意義 

第１５回 期末試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 牧英正・藤原明久編『日本法制史』青林書院、2006 年 

参考書（購入任意）： 藤田正・吉井蒼生夫編『日本近現代法史（資料年表）』信山社、2007 年 
参考文献は、上記システムに掲載しますので、適宜参照のこと。 

 

前提履修科目 

なし 

 



基礎法学・隣接科目     

科 目  ヨーロッパ法史（後期集中） 
単 位 
２ 

担 当  屋敷 二郎 

授業内容の概要 

 明治以降の西洋法継受によって成立した日本の現行法制度を深く理解するには、ヨーロッパ法の歴史を学ぶことが

不可欠である。また、欧州の共通法形成では過去の法的伝統が重視されており、ヨーロッパ法史の理解はEU法を理

解する上でも重要である。この講義では、未来の法の担い手に欠かせない教養として、ヨーロッパ法の歴史的展開を

たどることを目的とする。ヨーロッパ法の歴史において法学者・法実務家が担ってきた役割を学ぶことによって、法曹

をめざす受講生に、法律家の果たすべき使命を自覚してもらうことが、この講義の到達目標である。 

 

授業方法   

 授業は、講義と演習を融合した形式で、ヨーロッパ法史の主要なトピックをとりあげ、近代法システムの歴史的基礎

を学ぶ。テキストの予習を前提としつつ、単なる丸暗記にならぬよう、できるだけ多くの史料や図像に触れることで具

体的なイメージを喚起し、質疑や討論を通じて問題を発見する能力の涵養に務める。 

 

成績評価の方法 

 テキストをあらかじめ読んだうえで授業に出席し、史料や討論によって知識と理解を深めることを目指すので、出席

と討論への参加を重視する。試験（テイクホーム）では、ヨーロッパ法史の全体像を踏まえた史料解釈問題を中心に、

理解度・論理性・文章力・説得力などを総合的に評価する。A・B・C・D・F または N（不可）の 5 段階による。 

 

授業計画 

第１回 ヨーロッパの法文化的基盤 

第２回 古代ローマ法～１２表法から法務官法まで 

第３回 古代ローマ法～古典期ローマ法学からユスティニアヌス法典まで 

第４回 中世ヨーロッパの法観念 

第５回 中世ヨーロッパの裁判 

第６回 １２世紀ルネサンス 

第７回 中世ローマ・カノン法学 

第８回 人文主義法学 

第９回 ローマ法の継受 

第１０回 平和秩序の形成 

第１１回 自然法と法典編纂 

第１２回 歴史法学とパンデクテン法学 

第１３回 ドイツ民法典とエミリー・ケンピン 

第１４回 一般条項への逃避 

第１５回 試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）：  

勝田有恒・山内進編『近世・近代ヨーロッパの法学者たち』ミネルヴァ書房、200７年。 

勝田有恒・森征一・山内進編『概説西洋法制史』ミネルヴァ書房、2004 年。 

参考書（購入任意）：  
ピーター・スタイン著、屋敷二郎監訳『ローマ法とヨーロッパ』ミネルヴァ書房、2003 年。 

 

前提履修科目 

 なし 

 



基礎法学・隣接科目     

科 目  アメリカ法入門（前期集中） 
単 位 
２ 

担 当  阿部  史 

授業内容の概要 

 この授業では、アメリカの法制度に関する入門的な知識を獲得することを目標とする。「アメリカ法特殊問題」「アメリ

カ法リーガルリサーチ＆ライティング」の導入科目としての役割を果たすべく、アメリカ法の歴史的発展、制度と運用、

法の担い手、リーガルリサーチの基礎等について、日本法との比較を意識しながら検討する。 

 

 

授業方法 

毎回のテーマに関する文献・判例・資料などは適宜提供する。集中講義ではあるが、事前の準備をし、教室では

質疑討論によって理解を深めるよう努力したい。 

 

 

成績評価の方法 

 毎回の授業への能動的参加の程度と、期末試験によって総合的に評価する。Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・ＦまたはＮ（不可）の５段

階による。 

 

 

授業計画 

第１回 アメリカ法の特徴と概要 

第２回 アメリカ法の法源 

第３回 アメリカ法の歴史 

第４回 アメリカ法と連邦制  

第５回 法曹と法曹養成制度 

第６回 紛争解決  （１）  民事訴訟と民事陪審 

第７回 紛争解決  （２）  刑事訴訟と刑事陪審 

第８回 契約法   （１）  契約の成立 

第９回 契約法   （２）  債務不履行・救済方法 

第１０回 売買 

第１１回 ローン・アグリーメント 

第１２回 不動産 

第１３回 担保・保証 

第１４回 アメリカ法調査 

第１５回 期末試験 

 

 

使用教材 

教科書（購入必須）：  

  丸山英二 『入門アメリカ法』 （弘文堂） 

参考書（購入任意）：  
   必要に応じて紹介する。 

前提履修科目 

   なし 

 



基礎法学・隣接科目 

科 目  EU法  （後期） 
単 位 
２ 

担 当  関根 豪政 

授業内容の概要 

 本講義では、欧州連合に関する法・制度について検討する。欧州連合は、元々経済統合に端を発するものであり、

現状においても、経済関連法制度が最も重要となっている。そこで、本講義では、欧州競争法に焦点を当て、その法

理論、判例を丁寧に分析する。 

 

授業方法 

 講義は、欧州競争法に関連するテーマ、判例について講師による講義、ディスカッションを行う。これについては適

宜、資料を配付する。 

 

 

 

成績評価の方法 

 成績評価は、期末試験及び平素の講義に際しての授業への参加姿勢などを総合的に評価し決定する。Ａ・Ｂ・

Ｃ・Ｄ・ＦまたはＮ(不可)の５段階とする。 
 

 

授業計画 

第１回 競争法の意義 欧州競争法の特徴 

第２回 競争法と公共政策、市場力分析 

第３回 共同行為規制（欧州競争法81 条）（１） 

第４回 共同行為規制（欧州競争法81 条）（2） 

第５回 支配的地位濫用（１） 反競争的排除 

第６回 支配的地位濫用（2） 反競争的排除のケーススタディ 

第７回 支配的地位濫用（３） 規制産業における反競争的排除 

第８回 水平合併規制 

第９回 垂直・混合合併規制 

第１０回 垂直規制（１） 

第１１回 垂直規制（２） 

第１２回 寡占市場と規制 

第１３回 競争法の現代化、紛争解決 

第１４回 競争法と自由化 

第１５回 期末試験 

 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 庄司克広『EU 法基礎編』 岩波書店(2003) 

 

参考書（購入任意）： 講義中に適宜指示 
 

 

前提履修科目 

 特になし 

 



基礎法学・隣接科目 

科 目  法と経済学 （前期集中） 
単 位 
２ 

担 当  蓬田 守弘 

授業内容の概要 

 法や規制が資源配分や所得分配に及ぼす影響について、経済学的な観点から分析するための手法を学ぶ。法

律のあり方が、企業や個人の行動にどのような影響を及ぼすかについて考察したうえで、市場的な解決と法や

規制による解決を比較検討する。環境問題を解決するための司法的解決のあり方、知的財産権の保護のあり方

等の具体的なテーマについても法と経済学の観点から考えて見たい。 

 

 

授業方法 

 講義を中心にして、適宜小テスト等を実施する。 

 

 

成績評価の方法 

 授業中の態度、小テスト、期末試験の結果から総合的に評価する。成績評価は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、ＦまたはＮの５

段階とする。 

 

授業計画 

第１回 市場メカニズムの意義 

第２回 市場メカニズムの意義と限界Ⅰ 

第３回 市場メカニズムの意義と限界Ⅱ 

第４回 市場メカニズムの意義と限界Ⅲ 

第５回 市場メカニズムの意義と限界Ⅳ 

第６回 市場メカニズムの意義と限界Ⅴ 

第７回 コースの定理とその意義Ⅰ 

第８回 コースの定理とその意義Ⅱ 

第９回 知的財産の「法と経済」 

第１0 回 市場と競争の「法と経済」 

第１１回 資本市場の「法と経済」 

第１２回 労働市場の「法と経済」 

第１３回 不法行為と損害賠償の「法と経済」 

第１４回 環境問題の「法と経済」 

第１５回 期末試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 未定 

 

参考書（購入任意）：  
   適宜、指定したテキストや資料を用いる 

福井秀夫 『法と経済学』 
日引 聡・有村俊秀『入門環境経済学 環境問題解決へのアプローチ』 

    瀬下博之・山崎福寿 『権利対立の法と経済学』  

 

前提履修科目 

なし 

 



基礎法学・隣接科目 

科 目  会計学 （前期集中） 
単 位 
２ 

担 当  石井 明 

授業内容の概要 

会計は企業の経済活動に関する言語であり、過去、現在および将来を語る重要な情報を提供する。 

この授業は、簿記・会計の基礎概念や取引に係る仕訳、決算手続きを最初に速習する。したがって、予め日商簿

記検定３級レベルは学習済みであることが望ましい。次に、国際会計基準の収斂化（あるいは採択）が進展している

状況での日本の制度会計や国際会計基準（国際財務報告基準）の枠組みについて学ぶ。その後、日本における一

定の資産・負債および資本に係る種々の会計基準を学んで、今日の中心的な財務報告書である連結財務諸表の特

徴や留意点を理解する。 

 

授業方法   

 受講者は、授業を受ける前提として予め簿記に関する基礎教材を学び、また指定教科書を通読してきてほしい。

会計学に関する基礎概念、取引と会計処理、制度会計等の基本に関しては、講義形式で解説する。受講者は、講義

を受けるととともに、与えられた問題を解答し正答を仕訳という手段を中心として確認することによって理解を深めるこ

とが必要である。既に簿記会計の基礎的な知識を有している受講者については、再度問題点が何かを確認して授業

を受けることが必要である。 

 

成績評価の方法 

 授業への積極的参加の程度、レポートの内容および期末試験によって評価する。成績はA・B・C・D・FまたはN（不

可）の５段階による。 

 

授業計画 

第 １回  簿記・会計の基礎         第９回 固定資産会計 

第２回 取引と会計処理（１）         第10回 リース会計 

第３回   〃     （２）     第11回 合併買収会計 

第４回  〃   （３）         第12回 負債会計 

第５回     〃    (４)       第13回 資本会計 

第６回 制度会計・国際会計基準      第14回 連結財務諸表  

第７回 金銭債権・有価証券              第15回 期末試験       

第８回 棚卸資産会計 

 

使用教材 

教科書（購入必須）：  

桜井久勝『財務会計講義』中央経済社および自作の教材を購入してもらう。 

税務経理協会編『会計諸則集』税務経理協会 

 

参考書（購入任意）：  
東京リーガルマインド『10日で合格る！日商簿記３級最速マスター』LEC 
福島三千代『サクッとうかる日商３級商業簿記テキスト』TAC 
新田忠誓『エッセンス簿記会計』森山書店 
大藪俊哉『簿記テキスト』中央経済社、 
広瀬義州『財務会計』中央経済社 

 

前提履修科目 

特になし。ただし、複式簿記の基本については予め学習済みであることが望ましい。 

 

 



基礎法学・隣接科目 

科 目  中国法 （前期） 
単 位 
２ 

担 当  近藤 丸人 

授業内容の概要 

 受講生が将来法律実務家として中国に関する渉外法務に携わるための必要な知識を身につけ、実務家として

必要とされる問題解決能力、及び応用力を身につけることを目的とする。 

中国における経済活動及び中国との経済活動に関連する外為法並びに貿易取引に関する各法及び信用状統一

規則等に関する講義及び演習も折に触れ行う。 

 

授業方法   

 中国に関する渉外法務に携わる法律実務家になる資質としては、 

①カウンターパートである中国の法律実務家の考え方を理解し、 

②クライアントとなるビジネス現場のニーズを知る 

必要があると考える。 

①に対応するため、1)中国法体系、2)契約法、3)公司法､4)知的財産権法、5)外国企業による投資形態、6)外

国企業の事業遂行上生じる法的問題、7)紛争解決制度について基礎的な知識と実務上の問題状況を理解し、且

つ自ら情報収集を行えるようになることを到達目標とする。 

具体的には右到達目標は講義及びセミナーにより実現される。 

②に対応するため、A)基礎的知識を得た分野に関連して、典型的な問題とそれへの対応に必要なことは何かを

知るとともに、B)予期せぬ事態に対して実務的な問題を発見し､軽重を判断し､且つそれへの対応可能な能力を

身につけることを到達目標とする。 

具体的には､右到達目標 A)B)は次の授業手法によって実現される。1)紛争事例について論点抽出と判断を求め

る(セミナー)、2)契約書作成実務において限られた時間内でコメントを出す(グループワークショップ)、3)契

約書作成実務(セミナー:プレゼン)により実現される。 

 

成績評価の方法 

 出席点20%、授業への参加度20%、レポート60%として総合評価を行う。成績評価はＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ，Ｆまた

はＮによる5段階とする。 

 

授業計画 

第１回 中国法概観：学習の目的、語学学習との関係、実務における中国法 

第２回 中国法体系への理解：法規範体系、国家機関体系の概説及び基本的法律用語の理解 1 

第３回 中国法体系への理解：法規範体系、国家機関体系の概説及び基本的法律用語の理解 2 

第４回 中国法体系への理解：法規範体系、国家機関体系の概説及び基本的法律用語の理解 3 

第５回 基本法への理解、民法通則、契約法、民事訴訟法、外国からの投資に関する法律 1 

第６回 基本法への理解、民法通則、契約法、民事訴訟法、外国からの投資に関する法律 2 

第７回 事例 

第８回 事例 

第９回 プレゼンテーション 

第１０回 基本法の理解(知的財産権法、その他) 1 

第１１回 基本法の理解(知的財産権法、その他) 2 

第１２回 事例 

第１３回 事例 

第１４回 プレゼンテーション 

第１５回 期末試験(レポート) 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： な   し 

参考書（購入任意）： な   し 

   

前提履修科目： な   し 
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